
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
展示ケース等の本体の間口方向に沿って配置した固定戸板と、これに隣接して面一状に配
置した可動戸板とからなり、該可動戸板を、前記固定戸板の前面側の上下部に並設した上
下一対の固定レールに平行状に開き移動可能に構成してなる展示ケース等における引き戸
装置において、
　前記可動戸板の上下端部を前記間口方向に移動可能に支持する上下一対の可動レールの
長手方向の両端部位またはその近傍には、当該各可動レールをその長手軸線と直交する水
平方向に前後案内支持する水平案内支持手段をそれぞれ設ける一方、
　前記上下両可動レールに位置する可動戸板の閉止移動端部寄り部位には、前記可動戸板
の上下部のそれぞれを、前記水平案内支持手段による前後移動方向に対して、平面視で傾
斜状に案内する案内部を備えた上下一対の第１案内板を固定し、
　前記下可動レールにおける可動戸板の開放移動端部寄り部位には、第２案内板を固定レ
ールの長手軸線と平行状に左右移動可能に配置し、該第２案内板には、前記下可動レール
を前記水平案内支持手段による前後移動方向に対して、平面視で傾斜状に案内する案内部
を備えたことを特徴とする展示ケース等における引き戸装置。
【請求項２】
前記第２案内板を左右移動させることにより、前記可動レールを、前記固定戸板と面一状
の位置と、前記固定レールと一直線状になる位置とに進退動可能に構成したことを特徴と
する請求項１に記載の展示ケース等における引き戸装置。
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【請求項３】
前記可動戸板は上可動レール及び上固定レールに対して移動可能な吊支体を介して吊支さ
れ、可動戸板の下端部は下可動レール及び下固定レールに対して無荷重状態にて案内され
ることを特徴とする請求項１または２に記載の展示ケース等における引き戸装置。
【請求項４】
前記可動戸板における閉止移動端部寄り部位には、当該可動戸板全体が固定レールに乗り
移ったときに可動レールに跨がる規制部を突出させたことを特徴とする請求項１乃至３の
いずれかに記載の展示ケース等における引き戸装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、博物館等に設置する展示ケース等のケース本体の前面（間口）をガラス製等の
透明板体の固定戸板と可動戸板とにより構成し、その可動戸板を固定戸板の前方に平行状
に移動させて開放できるようにした展示ケース等における引戸装置の構成に関するもので
ある。
【０００２】
【従来の技術】
従来から公知の引き違い式の引き戸式扉では、ケース本体の前面開口部に、前後２列のレ
ールを配置し、各レールに対して引き戸式扉を間口方向に沿って移動可能に嵌め込んだも
のである。このため、扉を閉じた状態では、この前後の扉の端部同士の合わせ部は、ケー
ス本体の奥行き方向に重ねて気密性を確保しなければならず、意匠的外観が見苦しいとい
う問題があると共に、一方の扉を他方の扉の前側に配置した開き状態においては、扉自体
の間口方向の寸法よりも短い寸法した開口できないという問題があった。
【０００３】
この問題を解決するため、例えば、実用新案登録番号第３０１７１９８号の登録実用新案
公報では、ケース本体の前面の一側にガラス板製の固定壁を設け、この固定壁の面と平行
状に配置したレールに、走行台車部を備えた水平操作機構を介して吊支式の引戸扉を移動
可能に装着する一方、この走行台車部には、前記固定壁と同一面の位置と、固定壁の面よ
り前方の位置とに、前記引戸扉をその厚み方向に移動可能な前後案内手段と、モータ及び
ベルクランクレバー等にて前記引き戸式扉をその厚み方向に平行移動させる前後方向駆動
手段とを備えたものが開示されている。
【０００４】
しかしながら、前記構成では、前記前後方向駆動手段の構成が複雑であるという問題があ
った。
【０００５】
他方、特公平５－１３６５４号公報に開示されている構成は、固定戸板の上下両縁部の近
傍に並設した上下一対の固定レールと可動戸板の上下両縁部をスライド可能に保持する可
動レールと、この可動レールにおける可動戸板の閉止方向移動端側に設けた上下一対の枢
支機構とから構成され、この枢支機構により、可動レールを、固定戸板と可動戸板とが面
一状に閉止する閉止位置から、固定レールの端部に可動レールが連続するレール合致位置
にまで水平旋回するように支承したものである。
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
この構成によれば、前記可動レールをレール合致位置にまで旋回した状態では、平面視に
おいて、固定レールの長手軸線と可動レールにおける長手軸線とは、前記レール合致位置
において、鈍角状に交差することになる。
【０００７】
従って、可動レール内の可動戸板を固定レールに乗り移らせるとき、固定レール側に位置
する可動戸板の始端部側の支持部（車輪乃至ローラ）と、可動レール側に位置する可動戸
板の終端側の支持部（車輪乃至ローラ）とを平面視で直線状に結ぶように、可動戸板が配
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置されるから、この可動戸板の移動中に、その広幅面の中途部が固定戸板の縦端縁（可動
戸板の縦端縁との隣接縁）に衝突しないように、固定戸板の前方に対する固定レールの配
置間隔を大きくしなければならない。よって、展示ケースの前後の外寸法に対して内容物
を収納可能な空間の前後寸法が相対的に小さくなるという問題があった。
本発明では、前記従来の問題を解決すべくなされたものであって、簡単な構成で、可動レ
ールを間口に対して略平行状に前後に移動でき、且つ展示ケースの前後の外寸法に対して
内容物を収納可能な空間の前後寸法を相対的に大きくできるようにした展示ケース等にお
ける引き戸装置を提供することを目的とするものである。
【０００８】
【課題を解決するための手段】
前記目的を達成するため、請求項１に記載の発明の展示ケース等における引き戸装置は、
展示ケース等の本体の間口方向に沿って配置した固定戸板と、これに隣接して面一状に配
置した可動戸板とからなり、該可動戸板を、前記固定戸板の前面側の上下部に並設した上
下一対の固定レールに平行状に開き移動可能に構成してなる展示ケース等における引き戸
装置において、前記可動戸板の上下端部を前記間口方向に移動可能に支持する上下一対の
可動レールの長手方向の両端部位またはその近傍には、当該各可動レールをその長手軸線
と直交する水平方向に前後案内支持する水平案内支持手段をそれぞれ設ける一方、前記上
下両可動レールに位置する可動戸板の閉止移動端部寄り部位には、前記可動戸板の上下部
のそれぞれを、前記水平案内支持手段による前後移動方向に対して、平面視で傾斜状に案
内する案内部を備えた上下一対の第１案内板を固定し、前記下可動レールにおける可動戸
板の開放移動端部寄り部位には、第２案内板を固定レールの長手軸線と平行状に左右移動
可能に配置し、該第２案内板には、前記下可動レールを前記前記水平案内支持手段による
前後移動方向に対して、平面視で傾斜状に案内する案内部を備えたことを特徴とするもの
である。
【０００９】
そして、請求項２に記載の発明は請求項１に記載の展示ケース等における引き戸装置にお
いて、前記第２案内板を左右移動させることにより、前記可動レールを、前記固定戸板と
面一状の位置と、前記固定レールと一直線状になる位置とに進退動可能に構成したもので
ある。
【００１０】
また、請求項３に記載の発明は、請求項１または２に記載の展示ケース等における引き戸
装置において、前記可動戸板は上可動レール及び上固定レールに対して移動可能な吊支体
を介して吊支され、可動戸板の下端部は下可動レール及び下固定レールに対して無荷重状
態にて案内されるものである。
【００１１】
さらに、請求項４に記載の発明は、請求項１乃至３のいずれかに記載の展示ケース等にお
ける引き戸装置において、前記可動戸板における閉止移動端部寄り部位には、当該可動戸
板全体が固定レールに乗り移ったときに可動レールに跨がる規制部を突出させたものであ
る。
【００１２】
【発明の実施の形態】
次に、本発明を具体化した実施形態について説明する。図１は、展示ケースの一部切欠き
正面図、図２は図１の II－ II線矢視一部切欠き概略断面図、図３は図１の  III－ III 線矢
視一部切欠き概略断面図、図４は図２の要部拡大断面図、図５は図３の要部拡大断面図、
図６は図１の VI－ VI線矢視一部切欠き断面図、図７は図１の VII － VII 線矢視一部切欠き
断面図、図８は可動レール及び可動戸板の上部の前側の一部切欠き斜視図、図９は固定レ
ールに可動戸板の全体が移動した状態の上部後端側の斜視図である。
【００１３】
図１に示すように、展示ケース等のケース本体１の前面側（間口の開口部側）には、それ
を閉止した状態では、固定戸板２と可動戸板３とが間口方向に沿って交互に配置されて、
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面一状にてに配置されている。固定戸板２及び可動戸板３は共に、各々強化ガラス板等の
透明板からなり、その上下縁は、断面コ字状の金属製（アルミ等）の縁部材４ａ，４ｂ、
５ａ，５ｂにおける溝内に嵌め入れられ、パッキン、接着剤等のシール材にて固定されて
いる。
【００１４】
固定戸板２の上下縁部材４ａ，４ｂは、図２に示すようにケース本体１の前面側の上下に
配置された断面中空矩形状の横梁６、７の前側にブラケットを介して固定されている。こ
の固定戸板２の前側（ケース本体１より外側）には、当該固定戸板２の広幅面と平行状に
て上下一対の固定レール１０，１１が、別の上下位置の断面中空矩形状の横梁８、９に沿
って固定されている。
【００１５】
前記固定戸板２を支持するための横梁６，７と固定レール１０，１１を支持する横梁８，
９とは、高さ及び前後位置（ケース本体１の奥行き方向の位置）とが互いに異なり、横梁
８，９は前記横梁６，７より前側で、且つ上下間隔が大きいように配置されている（図２
参照）。
【００１６】
次に可動戸板３の支持構成及び可動戸板３を閉止位置から開放位置へ案内移動させるため
の手段について、図３から図１０までを参照しながら説明する。前記上側の横梁８と一直
線上に並ぶ横梁８′の下面には、断面下向き開口のコ字状の上支持部材１２が横梁８′と
平行状にて固定されている。そして、上支持部材１２における間口方向の左右両端部近傍
と、上可動レール１３の長手方向（間口方向）の両端部またはその近傍との間には、当該
間口方向と平面視で直交する方向（前後方向）で水平方向に上可動レール１３を前後案内
支持するための第１水平案内支持手段１４と、第２水平案内支持手段１５とを設ける。こ
の上可動レール１３に対して可動戸板３の上端部を後述する吊支体２１を介して前記間口
方向に移動可能に支持する。
【００１７】
その実施形態は、前記可動戸板３が開放方向に移動（前移動）するときの前端側である第
１水平案内支持手段１４と、後端側である第２水平案内支持手段１５であって（図７参照
）、それぞれ、前記上支持部材１２における前後の垂直片１２ａ，１２ｂ間にて間口方向
と平面視で直交する方向（前後方向）に延びる複数本（実施例では２本）の丸棒状の摺動
軸１６、１６から構成されている（図４～図８参照）。
【００１８】
前記上可動レール１３は、前記上固定レール１０と同じ断面形状であり、実施例では、上
端の前後方向中央から上向きに突出するフランジ部１７が、当該上可動レール１３（固定
レール１０）の長手に沿って延びて形成されており（図８参照）、このフランジ部１７に
前後に貫通するように固定された各軸受部材１８に前記各摺動軸１６が摺動可能に嵌まっ
ている（図４、図５参照）。なお、摺動軸１６の外周に対して軸受部材１８は若干隙間を
有することが好ましい。
【００１９】
前記上可動レール１３（固定レール１０）の下端には、前後方向の中央部の開口溝１９を
挟んで前後一対の略水平な支持レール部２０、２０が形成されており（図８等参照）、こ
の前後両支持レール部２０、２０に沿い、且つ上可動レール１３（固定レール１０）内を
その長手方向に移動可能な吊支体２１は、可動戸板３の上端の始端側と終端側部位に被嵌
した上縁部材５ａから上向き突出する高さ調節可能な吊支ボルト２２の上端に連結されて
いる。各吊支ボルト２２は、前記開口溝１９を上下に挿通している。前記一対の吊支体２
１は、前記前後両支持レール部２０、２０の上面にて転動する複数対の縦コロ２３と、前
記上可動レール１３（固定レール１０）の垂直壁内面に当接して転動する複数対の横コロ
２４とを有する（図４、図５、図８及び図１０参照）。なお、可動戸板３の閉止移動側（
終端側）における吊支体２１は、当該可動戸板３の後縦縁３ｂよりも後方向に若干突出す
るように長く形成された規制片２１ａが一体的に設けられている。即ち、前記吊支体２１
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における閉止移動端部寄り部位に突出させた規制片２１ｂは、当該可動戸板３全体が固定
レール１０に乗り移ったときに上可動レール１３に寸法Ｌ１だけ跨がるようにして位置し
て、固定レール１０と上可動レール１３との軌道が一致して外れない構成となっている（
図９、図１０（ａ）及び図１０（ｂ）参照）。
【００２０】
前記上支持部材１２と対向する下方には、下可動レール２８の長手方向（間口方向）の両
端部（始端部と終端部）またはその近傍には、一対の断面上向き開口のコ字状の下支持部
材２５、２６が下横梁２７の上面に固定されている（図６参照）。そして、この下可動レ
ール２８にて可動戸板３の下端部を前記間口方向に移動可能に案内する。前記始端側の下
支持部材２５と終端側の下支持部材２６内には、それぞれ下可動レール２８を間口方向と
平面視で直交する方向（前後方向）で水平方向に前後案内支持するための第３水平案内支
持手段２９と、第４水平案内支持手段３０とを設ける。これら第３水平案内支持手段２９
及び第４水平案内支持手段３０は前記第１、第２水平案内支持手段１４、１５と同じ構成
であり、それぞれ、前記各下支持部材２５、２６における前後の垂直片間にて間口方向と
平面視で直交する方向（前後方向）に延びる複数本（実施例では２本）の丸棒状の摺動軸
１６、１６から構成されている（図４～図６参照）。
【００２１】
そして、下可動レール２８の断面形状は、可動戸板３の下端縁を支持するための下縁部材
５ｂと略同じであって、断面上向き開放状に形成されている。また、下可動レール２８と
前記上可動レール１３とはその間口方向の長さが同じである。可動戸板３の下縁部材５ｂ
から下向きに突出した垂直軸３１に設けた水平コロ３２が、前記下可動レール２８に嵌ま
ってその長手方向に沿って移動案内される。前記下可動レール２８の下面のうち始端部近
傍及び終端部近傍をそれぞれ支持する支持ブロック３３、３４には、ケース本体１の前後
に貫通するように各軸受部材１８、１８が固定され、各軸受部材１８に前記各摺動軸１６
が摺動可能に嵌まっている（図４、図５参照）。なお、摺動軸１６の外周に対して軸受部
材１８は若干隙間を有することが好ましい。
【００２２】
次に、前記可動戸板３を固定戸板２と面一状に並ぶ閉止位置と、固定戸板２の前側にて前
記可動戸板３を平行状に配置する開放位置とに、前記上下可動レール１３、２８を前後移
動させる手段について説明する。前記上下可動レール１３、２８の終端側（閉止移動側、
換言すれば閉止移動端部寄り部位）における上下横梁６、７には、水平な第１案内板３５
、３５が前向きにてボルト等により固定されている（図５参照）。この各第１案内板３５
、３５には、前記摺動軸１６の軸線（前後方向）と平面視で斜めに交差するように延びる
案内部の一例としての第１案内溝３６が穿設されている。この第１案内溝３６は、図６及
び図７に示すように、平面視において、前記上下可動レール１３、２８の終端側（閉止移
動側）に行くに従ってケース本体１の後側（奥側）になるように傾斜状に形成されており
、且つ第１案内溝３６は、第１案内板３５の後側（図６及び図７において右側）で閉じら
れ、第１案内板３５の前側端（図６及び図７において左側端）で開放されている。
【００２３】
そして、上側の第１案内板３５の第１案内溝３６に対しては、吊支体２１から下向き垂直
の吊支ボルト２２が摺動可能に嵌まる（図５及び図７参照）。また、下側の第１案内板３
５の第１案内溝３６に対しては、可動戸板３の下縁部材５ｂから下向きに突出する垂直軸
３１が摺動可能に嵌まり、且つこの垂直軸３１の下端の水平コロ３２は下可動レール２８
の上向き開放溝に対して摺動可能に嵌まる（図６及び図７参照）。
【００２４】
他方、前記下可動レール２８における始端側（開放移動側、換言すれば開放移動端部寄り
部位）に対応する下支持部材２５内には、第２案内板３７が左右方向（間口に沿う方向）
に移動可能に配置されている。実施例としては、断面上向きコ字状の下支持部材２５の前
後の垂直板２５ａ，２５ｂの内面の上下中途部位に、前記第２案内板３７を左右移動可能
に支持するガイド溝３８が設けられている一方、第２案内板３７の前後端部には水平コロ
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３９が前記垂直板２５ａ，２５ｂの内面に転動するように設けられている（図４参照）。
前記第２案内板３７に設けられた案内部の一例としての第２案内溝４０は、前記摺動軸１
６の軸線（前後方向）と平面視で斜めに交差するように延びる。また、この第２案内板３
７に上下貫通する第２案内溝４０は、平面視において、図６に示すように、前記下可動レ
ール２８における始端側（開放移動側）に行くに従って、ケース本体１の奥側（後側）に
なるように傾斜形成されており、第２案内溝３７の始端部及び終端部は短い距離で間口方
向と平行状に形成されている。前記下可動レール２８の下端の支持ブロック３３から下向
き垂直に突出するガイド軸４１が第２案内溝３７を上下に貫通するようにして摺動自在に
嵌まっている。なお、第２案内板３７には、ケース本体１の前側に突出するハンドル部４
２を設けてあり、このハンドル部４２に着脱自在なハンドル４２ａを差し込み（図６参照
）、作業者が前記ハンドル４２ａを押し引きすることで、第２案内板３７をケース本体１
の間口方向に沿って左右移動可能となるように構成されている。
【００２５】
また、可動戸板３の下縁部材５ｂ等に、ブラケット４３を介して把手４４を設け、可動戸
板３を手作業にて、ケース本体１の間口方向に沿って押し引きできるように構成されてい
る（図４及び図６参照）。さらに、上可動レール１３の終端側の背面（後面）をケース本
体１の前方に押圧する板ばね等の付勢手段４５及び下可動レール２８の終端側もしくは終
端側の下支持ブロックの背面（後面）をケース本体１の前方に押圧する板ばね等の付勢手
段４６が設けられている（図５及び図７参照）。
【００２６】
なお、ケース本体１の前面の上下位置には、図２及び図３に示すように、上下のカバー体
４７、４８の基端が前方向に回動可能に枢着されており、可動戸板３と固定戸板２とが面
一状に閉止しているときには、前記上カバー体４７を奥側に向かって水平状に保持、する
一方、下カバー体、４８を立てて、可動戸板３、ひいては上下可動レール１３、２８の移
動を阻止する。当該可動戸板３を固定戸板２の前側に開放するときには、上カバー体４７
を下向き、下カバー体４８を前方水平状に開いて、上下可動レール１３、２８の前後移動
を許容するよう構成されている。前記上下カバー体４７、４８の自由端には可動戸板３の
前面に当接するパッキンが張設されていることは勿論である。
【００２７】
次に、前記構成において、図１、図６及び図７に示す可動戸板３と固定戸板２とが面一状
に閉止している状態から、可動戸板３を固定戸板２の前側に開放させる作用について説明
する。作業者は図２に示す状態の上下カバー体４７、４８を図３に示すように開放回動さ
せ、次いで、作業者はハンドル部４２を介して図１１（ａ）の状態の下始端側の第２案内
板３７を図の左方向（矢印Ａ方向）に引く。ところで、上下可動レール１３、２８は、前
記第１～第４水平案内支持手段１４、１５、２９、３０としての摺動軸１６の軸線Ｃに沿
ってケース本体１の前後方向にのみ移動するように拘束されている（但し、摺動軸１６と
可動戸板３の軸受部材１８との間には若干の隙間（ガタ付き）がある）。従って、作業者
による外力が可動戸板３に作用した部分では、矢印Ａ方向に横移動する第２案内板３７の
傾斜状の第２案内溝４０により、ガイド軸４１を前記軸線Ｃに沿って前方向に押し出す。
これにより、下可動レール２８の始端側（開放移動側、換言すれば開放移動端部寄り部位
）は前記軸線Ｃに沿って前方向に引き出される。前記下可動レール２８の始端側とその上
方である上可動レール１３の始端部とは、可動戸板３の垂直軸３１及び吊支ボルト２２と
吊支体２１とにより連結されているから、この上可動レール１３の始端部も前記軸線Ｃに
沿って前方向に引き出される。
【００２８】
他方、前記第２案内板３７の横移動の初期段階では、当該第２案内板３７から遠い側（外
力の作用部から遠くに離れた側、換言すれば閉止移動端部寄り部位）における上下の第１
案内板３５、３６おける傾斜状の第１案内溝３７の閉塞側に位置する吊支ボルト２２及び
垂直軸３１は前記軸線Ｃに沿って前方向に引き出される作用が少ない。従って、上下可動
レール１３、２８は、その終端側では前記吊支ボルト２２及び垂直軸３１の立て軸線回り

10

20

30

40

50

(6) JP 3707687 B2 2005.10.19



に回動する一方、下可動レール２８の始端側は、第２案内板３７における傾斜状の第２案
内溝４０と（軸線Ｃに沿って移動可能な）ガイド軸４１との平面視での交点（重複部）に
沿って図１１（ｂ）の矢印Ｂ方向に回動すると、その上方の上可動レール１３の始端側は
前記軸線Ｃに沿って前方向に引き出される。
【００２９】
前記第２案内板３７を図の左方向（矢印Ａ方向）にさらに大きく引くと、上下両可動レー
ル１３、２８の始端側は、上下固定レール１０、１１の開口端と略一致する。上固定レー
ル１０の前垂直板の外面に固定したストッパー片５０に前記上可動レール１３の始端側の
外面が当接してそれ以上の回動は阻止される。この状態で、作業者は、前記把手４４をも
って可動戸板３のみを固定レール１０、１１の方向（図１１（ｃ）の矢印Ａ′方向）に強
制的に横移動させると、当該可動戸板３の上下部の終端側の吊支ボルト２２と垂直軸３１
とが上下可動レール１３、２８の長手方向に沿って横移動するとき、当該吊支ボルト２２
と垂直軸３１とは、固定された第１案内板３５における傾斜状の第１案内溝３６に沿うよ
うに拘束されている結果、上下両可動レール１３、２８の終端側（閉止移動側）が前記軸
線Ｃに沿って前方向に引き出される。その結果、上下の付勢手段４５、４６による上下可
動レール１３、２８の前方向への付勢力と相俟って、上下両可動レール１３、２８と前記
固定レール１０、１１とは平面視で一直線上に並ぶので、可動戸板３を上下両可動レール
１３、２８から上下両固定レール１０、１１に乗り移させるとき直線状に可動戸板３が移
動でき、円滑な開放作業とすることができる。
【００３０】
なお、可動戸板３の全体が上下両固定レール１０、１１に乗り移ったとき、その可動戸板
３の上部終端側の吊支体２１の規制部２１ａが上可動レール１３内に嵌まっているので、
当該上可動レール１３が上固定レール１０から離れることがない。下可動レール２８は、
前記第２案内板３７が矢印Ａ方向に移動することにより、第３及び第４水平案内支持手段
２９、３０を介して強制的に前方向に移動させられた状態が保持されているから、下可動
レール２８と下固定レール１１とも一直線状を保持できる。可動戸板３を閉止方向に移動
させる作業は、前記の逆操作を実行すれば良い。
【００３１】
別の実施形態として、前記規制片もしくは規制部を吊支体２１以外の個所、例えば可動戸
板３の上縁をカバーする上縁部材５ａ等から突設させても良く、その場合、上縁部材５ａ
と別部材にて規制片を構成しても良い。また、第２案内板３７は駆動するアクチュエータ
により横移動させても良い。
【００３２】
【発明の効果】
以上に説明したように、請求項１に記載の発明の展示ケース等における引き戸装置は、展
示ケース等の本体の間口方向に沿って配置した固定戸板と、これに隣接して面一状に配置
した可動戸板とからなり、該可動戸板を、前記固定戸板の前面側の上下部に並設した上下
一対の固定レールに平行状に開き移動可能に構成してなる展示ケース等における引き戸装
置において、前記可動戸板の上下端部を前記間口方向に移動可能に支持する上下一対の可
動レールの長手方向の両端部位またはその近傍には、当該各可動レールをその長手軸線と
直交する水平方向に前後案内支持する水平案内支持手段をそれぞれ設ける一方、前記上下
両可動レールに位置する可動戸板の閉止移動端部寄り部位には、前記可動戸板の上下部の
それぞれを、前記水平案内支持手段による前後移動方向に対して、平面視で傾斜状に案内
する案内部を備えた上下一対の第１案内板を固定し、前記下可動レールにおける可動戸板
の開放移動端部寄り部位には、第２案内板を固定レールの長手軸線と平行状に左右移動可
能に配置し、該第２案内板には、前記下可動レールを前記前記水平案内支持手段による前
後移動方向に対して、平面視で傾斜状に案内する案内部を備えたことを特徴とするもので
ある。
【００３３】
このような構成により、第２案内板による初期の作動により、上下可動レールは、その閉
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止移動端部寄り部位の第１案内板の第１案内部の定点回りに回動するが、第２案内板の作
動の後半では、上下可動レールは、可動戸板を介して固定レールと平面視で一直線状にな
るように平行移動できる。従って、上下可動レールから上下固定レールに対して可動戸板
を円滑に横移動させることができ、且つ固定戸板の前面と上下固定レールとの前後距離も
極めて少なくできる。
【００３４】
よって、本発明に従えば、展示ケースの前後の外寸法に対して内容物を収納可能な空間の
前後寸法を相対的に大きくできるようにした展示ケース等における引き戸装置を提供する
ことができるという効果を奏する。
【００３５】
そして、請求項２に記載の発明は請求項１に記載の展示ケース等における引き戸装置にお
いて、前記第２案内板を左右移動させることにより、前記可動レールを、前記固定戸板と
面一状の位置と、前記固定レールと一直線状になる位置とに進退動可能に構成したもので
あり、前記第２案内板を左右移動させてから可動戸板を横移動するだけの簡単な操作でケ
ース本体の間口の固定戸板に対して可動戸板を開閉でき、しかも構造は至極簡単になると
いう効果を奏する。
【００３６】
また、請求項３に記載の発明は、請求項１または２に記載の展示ケース等における引き戸
装置において、前記可動戸板は上可動レール及び上固定レールに対して移動可能な吊支体
を介して吊支され、可動戸板の下端部は下可動レール及び下固定レールに対して無荷重状
態にて案内されるものであり、可動戸板が上可動レールに対して吊支されているから、請
求項１または２に記載の接着剤による効果に加えて、重量の大きい可動戸板であっても、
可動戸板の下方に位置する前記第２案内板を軽い力で横移動させることができるという効
果を奏する。
【００３７】
さらに、請求項４に記載の発明は、請求項１乃至３のいずれかに記載の展示ケース等にお
ける引き戸装置において、前記可動戸板における閉止移動端部寄り部位には、当該可動戸
板全体が固定レールに乗り移ったときに可動レールに跨がる規制部を突出させたものであ
るから、請求項１乃至３のいずれかに記載の発明による効果に加えて、可動戸板を閉止方
向に戻すまで、可動レールを固定レールから外れなくできるという効果も奏する。
【図面の簡単な説明】
【図１】　ケース本体及び引戸装置の概略正面図である。
【図２】　図１の II－ II線矢視一部切欠き概略断面図である。
【図３】　図１の  III－ III 線矢視一部切欠き概略断面図である。
【図４】　図２の要部拡大断面図である。
【図５】　図３の要部拡大断面図である。
【図６】　図１の VI－ VI線矢視一部切欠き断面図である。
【図７】　図１の VII － VII 線矢視一部切欠き断面図である。
【図８】　可動レール及び可動戸板の上部の前側の一部切欠き斜視図である。
【図９】　固定レールに可動戸板の全体が移動した状態の上部後端側の斜視図である。
【図１０】　（ａ）は図９の要部断面図、（ｂ）は図１０（ａ）の Xb－ Xb線矢視断面図で
ある。
【図１１】本発明の作用説明図であり、（ａ）は、固定戸板と可動戸板とが面一状の平面
図、（ｂ）は第２案内板の作動初期の状態を示す図、（ｃ）は可動レールが固定レールと
一直線状になった状態の平面図である。
【符号の説明】
１　　　　ケース本体
２　　　　固定戸板
４　　　　可動戸板
１０、１１　固定レール
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１３　　　　上可動レール
１６　　　　摺動軸（Ｃはその軸線）
２１　　　　吊支体
２２　　　　吊ボルト
２８　　　　下可動レール
２９　　　　第３水平案内支持手段
３０　　　　第４水平案内支持手段
３１　　　　垂直軸
３５　　　　第１案内板
３６　　　　第１案内溝
３７　　　　第２案内板
４０　　　　第２案内溝
４１　　　　ガイド軸
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】
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【 図 １ １ 】
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